


１．本講義の学習目標

 番号制度に際して自治体が行わなければならない事項が
理解できる。

 番号制度対応と同時に自治体クラウドや情報連携を全体
最適化の手段として進めることの必要性や利点が理解で
きる。

 標準として提案されている業務プロセスのためのモデルや
地域情報プラットフォームの意味や狙いが理解できる。

 標準として提案されているモデルを使って自団体に導入
するための手順が理解できる。

 安全管理措置を視野に入れた導入が理解できる。
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２．本講義の構成

 番号制度対応と連動した自治体クラウドや情報連携

 番号制度に際して自治体が取り組む２つの情報連携

 標準化の採用による利点

 情報連携と自治体クラウド

 標準モデルを活用して導入する

 地域情報プラットフォーム

 バックオフィス連携による情報連携推進事業

 安全管理措置を考慮する
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２．本講義の構成
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1-1 推進体制の立ち上げ

1-2 現行システム概要調査

1-3 導入計画の策定

2-1 現行業務・システムの棚卸し

2-2 業務標準化の検討

2-3 条例・規則等の影響調査・改正

2-4 新システム調達仕様書の作成

2-5 ベンダ選定、契約締結

3-1 システム設計

3-2 データ移行

3-3 テスト、研修

4-1 サービスレベル評価

4-2 法制度改正対応

4-3 サービス継続・切替
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Phase 0 事前検討

本講義では番号
法と情報連携を
中心とします。

自治体クラウド全
体については3-2
自治体クラウドの
導入手順を参照

クラウド導入プロセスにおける本講座の

位置づけ
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3-4  番号制度（情報連携推進導入・運用編）

番号制度対応と連動して自治体クラウドを導入することで事務の効率化、関連経費の軽減等
・クラウド導入に必要な事務の共通化・標準化により、番号制度導入によるシステム整備等の事務が効率化
・既存システムの共同利用による後年度の運用経費の削減 等

→番号制度対応によるシステム整備を自治体クラウド導入を踏まえて行う
→都道府県が主導的に計画を策定することや協議会等を開催することで、
管内市町村の取り組みを促進する必要がある。

参考：第1回「電子自治体の取組みを加速するための検討会」資料より加筆
資料7：番号制度導入に伴い当面取り組むべき課題（総務省自治行政局地域情報政策室）

番号制度導入

自治体クラウド導入

既存システム（住基・税・社会保障等）改修

必要な事務の
共通化・標準化

番号制度対応と連動させつつ自治体クラウドを導入する
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３．番号制度対応と連動した自治体クラウド
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3-4  番号制度（情報連携推進導入・運用編）

自治体クラウド導入

番号制度対応

自治体クラウド導入

番号制度対応

情報連携等の標準採用

番号制度が拡充する毎にシステム改
修が発生し、個別対応によってシス
テムコストが高止まり、ベンダーロック
インの可能性がある。

番号制度が拡充する毎のシステム改
修において、標準部分については割
り勘効果が期待できる。さらに他ベン
ダーへの切り替えも可能

標準を採用せずに自治体クラウドを導入した場合は、改修コストなどが高止まりする恐れがある。

標準採用なし 標準採用あり
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３．番号制度対応と連動した自治体クラウド

①自治体内における情報連携

②自治体間における情報連携

～番号制度で求められる情報連携～
番号制度の開始とともに、①自治体内における情報連携と②自治体間における情報連携の2つが要請されている
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3-4  番号制度（情報連携推進導入・運用編）

ステップ１（システム中心）
情報の流れ、連携データ項目等の標準化

ステップ2（業務中心）
業務プロセスの標準化

地域情報プラットフォームで実現している庁内連携の標
準をベースに団体間連携のデータ項目等を追加

既に約90％の自治体に導入されている地域情報プラット
フォームを活用、拡充する流れ。

番号制度で始まる団体間連携に向けた事務手続き
（別表）を対象に業務プロセスの標準化（新規）

どのタイミングでどのデータを連携するかなど、全体の流
れの共有、コンセンサス作りが重要となる。

番号制度では情報連携を前提とした事務手続きが共通化

共通化した事務手続き手順は単独団体に閉じたものではない

「情報の流れ、連携データ項目等の標準化」、「業務プロセスの標準化」の２つのステップを踏んで実施する。

共通化・標準化による全体最適化の機会が生まれる
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3-4  番号制度（情報連携推進導入・運用編）

① 情報の流れ、連携データ項目等の標準化（システム中心） ② 業務プロセスの標準化（業務中心）

（バ
ッ
ク
オ
フ
ィ
ス
）

内
部
管
理
業
務

（フ
ロ
ン
ト
オ
フ
ィ
ス
）

窓
口
業
務

・機能一覧
⇒業務（サービス）
の範囲の明確化

・機能構成図（ＤＭＭ）
⇒各機能を階層化

（明示化）

・機能情報関連図（ＤＦＤ）
⇒他の業務ユニット
との情報の流れを階層
単位で明確化

・インターフェース仕様
⇒ＤＦＤに基づき、データ項目レ
ベルで入出力
状況と併せ明細化

番号法では自治体間情報連携を実施する業務の事
務手続きが示されているため、標準化しやすい。

番号法で情報連携が認められている業務ごとに作成し
た標準業務プロセスフロー等を総務省とAPPLICで自
治体に周知

旧来の標準仕様（自治体内連携）
地域情報プラットフォーム

プッシュ型サービス、ワンストップ
サービスを実施するためのデータ
フロー等を追加

別表以外の
団体内連携では

ローカルルールに従えばよく
標準化は現時点で不要

今後必要に応じて仕様追加

自
治
体
間
連
携 最新の標準仕様（自治体間連携）

地域情報プラットフォーム

団体間で流通するデータ項目を各業務ユニット
で処理するデータフロー等について追加

自
治
体
内
連
携

新たな標準化（番号法 別表）

地
域
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
に
よ
る
標
準
化

（拡
充
）

総務省で番号法で情報連携（情報照会）が認められている業務ごとに標準業務プロセスフロー等を作成
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３．番号制度対応と連動した自治体クラウド
「自治体内連携から自治体間連携」と「システム標準化から業務プロセスの標準化」



①地域情報プラットフォーム最新
（APPLIC-0002-2015以降）

情報の流れ、連携データ項目等の標準化 業務プロセスの標準化

団
体
間
連
携

団
体
内
連
携

地域情報プラットフォームによる標準化

番号制度導入

地域情報プラットフォームによる標準化

• 機能一覧
• 機能構成図（DMM）
• 機能情報関連図（DFD）
• インターフェイス仕様

拡充

団体内連携では
各団体のローカル
ルールに従えばよい。

新たな標準化が必要

団体間連携では
共通認識となる
シナリオが必要

② 業務プロセスの標準化（業
務中心）

⇒標準的な業務プロセスフロー

【本事業の位置付け】
団体間連携をスコープとして

情報の流れやインターフェースを整理

情報の流れ、連携データ項目等の標準化 業務プロセスの標準化

団
体
間
連
携

団
体
内
連
携

地域情報プラットフォームによる標準化

番号制度導入

地域情報プラットフォームによる標準化

• 機能一覧
• 機能構成図（DMM）
• 機能情報関連図（DFD）
• インターフェイス仕様

拡充

団体内連携では
各団体のローカル
ルールに従えばよい。

新たな標準化が必要

団体間連携では
共通認識となる
シナリオが必要

② 業務プロセスの標準化（業
務中心）

⇒標準的な業務プロセスフロー

【本事業の位置付け】
団体間連携をスコープとして、標準的
な業務プロセスフローの内容や検討
手順等を整理

②バックオフィス連携による
情報連携推進事業

2つの標準モデルの位置づけ

４．標準モデルを活用して導入する
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①地域情報プラットフォームの番号制度開始までの対応

地域情報プラットフォーム
（第２ステージ：平成２５～２９年度）
～ 可能な限り番号制度導入スケジュールを先取りし、自治
体における番号制度対応を強力にサポート ～

・番号制度に対応した連携データ項目等の標準化（標準化
の範囲を拡張）
・団体間のデータ連携に必要なデータのやり取りを網羅
・総務省から配布される中間サーバー・ソフトウェアとの連
携にも完全対応

平成２９年７月からスタートする情報連携（団体間連携）に向け、こ

れまでの標準仕様を拡張した「地域情報プラットフォーム
標準仕様Ver.3」を新たに策定し、さらなる標準化を進め

ます。
「地域情報プラットフォーム標準仕様Ver.3」準拠製品を導入（導入
済みの自治体はバージョンアップ）することにより、中間サーバーとの
連携がスムーズに行われ、符号付番を含む番号制度導入を効率
的に進めることができます。
なお、これに先行して行われる個人番号の付番（Ｈ27.10）及び利用
開始（Ｈ28.1）については、「地域情報プラットフォーム標準仕様
Ver.2.6」にて対応します。

【平成25年度】
・１０月以降すみやかに、統一宛名管理に関する対応方針及び「地域情報プラット
フォーム標準仕様Ver.2.6（ドラフト版）」を策定
・年度末をめどに、「地域情報プラットフォーム標準仕様Ver.2.6（正式版）」及び「地
域情報プラットフォーム標準仕様Ver.3.0（ドラフト版）」を策定

【平成26年度】
・中間サーバー・ソフトウェアとの相互接続について確認し、標準仕様に反映
・「地域情報プラットフォーム標準仕様APPLIC-0002-2015（Ver.3.0（正式版））」
を策定

出所：ＡＰＰＬＩＣにおける番号制度への対応について（http://www.applic.or.jp/2013/tech/APPLIC-number-0000-2013.pdf）より作成

４．標準モデルを活用して導入する
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APPLIC0002-2015

http://www.applic.or.jp/2013/tech/APPLIC-number-0000-2013.pdf


①地域情報プラットフォーム概要
従来の自治体内連携加えに新たに自治体間
連携（別表２）の機能と情報を抽出

４．標準モデルを活用して導入する
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①地域情報プラットフォーム概要

別表１と別表２に該当するインターフェースに個人番号に必要なデータ項目を対応

別表１ 別表２

４．標準モデルを活用して導入する
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①地域情報プラットフォーム概要

番号制度においては特定個人情報にかかる
庁内の情報連携（特定個人情報の移転）に
ついても条例の制定が必要となる

庁内の情報連携の整理
特定個人情報との関係整理

全ての自治体にとって必要な作業
法改正に対応して順次維持していく必要もある

４．標準モデルを活用して導入する
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①地域情報プラットフォーム概要
地域情報プラットフォームを活用した整理が可能

特定個人情報対応する
庁内連携

４．標準モデルを活用して導入する
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①地域情報プラットフォーム概要

電子自治体の取組みを加速するための１０の指針（抄）

【指針６】明確なＳＬＡの締結、中間標準レイアウトの活
用等による最適な調達手法の検討

地方公共団体はクラウドベンダ選定の際に、サポート体制
・セキュリティを含む業務に必 要な非機能要件を十分に精
査し、ベンダとの責任分界等を明確にしたＳＬＡを締結する
こと。 また、地方公共団体は、自治体クラウド等新規シス
テムを調達する際、契約期間満了時に業務システムが保有す
る実データを総務省が公開する中間標準レイアウト仕様によ
りデータ提供する旨を調達仕様書へ明記するとともに、地域
情報プラットフォームに準拠したシステムを導入することで
、将来にわたる競争性を確保すること。

４．標準モデルを活用して導入する
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本事業は、平成25年5月31日に公布された「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（
以下、「番号法」という。）」及び関連法を踏まえ、番号制度の導入にあたり、地方自治体において必要となるさまざまな対応につ
いて、番号制度導入後の自治体業務及びシステムのあるべき姿を示すとともに、地域情報プラットフォーム(※)の知見を活用しな
がら、団体間連携の実現に向け地方自治体が対応すべき事項、標準的な業務プロセスフロー等について検討・整理したもので
ある。

平成24年度は、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律案」及び関連法案を踏まえ、番
号制度導入後の自治体業務及びシステムのあるべき姿を示すとともに、団体間連携の実現に向け地方自治体が対応すべき事
項等について検討・整理した。

平成25年度は、「社会保障・税に関わる番号制度に関する国と地方の事務レベルの協議の場（平成25年12月6日開催）」で
配布された「主務省令事項」をもとに、地方自治体が団体間連携の実現に向け実施すべき具体的な作業手順と標準的な業務
プロセスフロー等について検討・整理した。

平成24年度、25年度事業の成果物は、地方自治体における具体的な検討作業に資するよう編集可能形式で提供している。

なお、本事業の成果物は、「社会保障・税に関わる番号制度に関する国と地方の事務レベルの協議の場（平成25年12月6日
開催）」で配布された「主務省令事項」をもとに作成したものであり、「主務省令事項」が確定した際に変更が生じる可能性がある
ことに留意頂きたい。

（※）業務システム間の連携を可能とするために各システムが準拠すべき業務面や技術面のルールを定めた「地域情報プラットフォーム」標準仕様についても、
平成25年度より番号制度に対応した検討に着手し、平成26年度末に、「地域情報プラットフォームVer.3.0（正式版）」をリリースする予定である。
（http://www.applic.or.jp/2013/tech/index_number.html）

②バックオフィス連携による情報連携推進事業の概要

４．標準モデルを活用して導入する
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http://www.applic.or.jp/2013/tech/index_number.html


 本事業では、まず、資料1において、番号法別表第1および別表第2から地方自治体が情報照会者、情
報提供者となる事務を特定し、資料2では地方自治体が情報照会者となる「事務」について、資料3では
地方自治体が情報提供を行う「情報」について整理した。

 その上で、主務省令事項も参考にしながら、地方自治体が情報照会者となる事務（グループA）に関し
て連携情報や業務プロセスフロー等を整理する（資料4～資料8）とともに、地方自治体が情報提供者の
みとなる事務（グループB）に関して連携情報を整理した（資料9）。

地方自治体が関連：93事務

別表第2の119事務

地方自治体が情報照会者：
52事務（グループA）

地方自治体が
情報提供者のみ：

41事務
（グループB）

地方自治体が関連しない事務：
26事務

４．標準モデルを活用して導入する

②バックオフィス連携による情報連携推進事業の概要
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別表第1・第2の整理（資料1）

地方自治体が情報提供者
のみとなる別表第2の事務
<<グループB>>

代表的な
手続一覧
（資料4）

手続整理表
（グループＡ）
（資料5）

情報提供者の
業務別

連携情報一覧
（資料3）

概略フロー
（資料6）

業務プロセスフロー
（簡易版）
（資料7）

手続整理表
（グループＢ）
（資料9）

主務省令
事項(※）

の分析

（※）社会保障・税に関わる番号制度に関する国と地方の事務レベルの協議の場
（平成25年12月6日開催）配付資料

地方自治体が情報照会者
となる別表第2の事務
<<グループA>>

業務プロセスフロー
（詳細版）
（資料8）

情報照会者の
業務別
事務一覧
（資料2）

別表第1の整理

97
事務

番号法別表第1
に記載されてい
る事務

54
事務地方自治体に

関連しない別表
第1の事務

地方自治体に
関連する別表
第1の事務

43
事務

別表第2の整理

119
事務

番号法別表第2
に記載されてい
る事務

26
事務地方自治体に

関連しない別表
第2の事務

地方自治体に
関連する別表
第2の事務

93
事務

52
事務

41
事務

44
手続

成果物一覧

４．標準モデルを活用して導入する

②バックオフィス連携による情報連携推進事業の概要
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成果物 目的 概要

資料1
別表第1・第2の整理

 地方自治体が、個人番号を利用する事務および情報連
携（情報提供もしくは情報照会）を行う特定個人情報
を確認するために利用する。

 別表第1から地方自治体が個人番号を利用することができる事務を整
理するとともに、別表第2に記載された119の事務を「地方自治体が情
報照会者となる事務（グループA）」と「地方自治体が情報提供者のみ
となる事務（グループB）」と「地方自治体が関連しない事務」に分類。

資料2
情報照会者の
業務別事務一覧

 地方自治体において、都道府県、指定都市、中核市、
特例市・一般市、町村毎に、自らが情報照会者となる事
務の範囲を把握するために利用する。

 各地方自治体において、情報照会を行う事務・所管部
門を確認するために利用する。

 地方自治体が情報照会者となる事務の一覧を整理するとともに、各事
務の実際上の実施主体を自治体種別毎に把握。

資料3
情報提供者の
業務別連携情報一覧

 地方自治体において、都道府県、指定都市、中核市、
特例市・一般市、町村毎に、情報提供しなくてはならな
い情報を把握するために利用する。

 各地方自治体において、情報提供を行う連携情報・所
管部門を確認するために利用する。

 地方自治体が情報提供する連携情報の一覧を整理するとともに、各情
報の実際上の提供主体を自治体種別毎に把握。

資料4
代表的な手続一覧

 情報照会を行う事務や特定個人情報の内容に基づいて
整理した主要な手続（代表的な手続）を確認するため
に利用する。

 番号法別表第1と別表第2の相関関係を理解し、これに
関する具体的な手続を確認するために利用する。

 番号法別表第1・別表第2および主務省令事項をもとに、「情報照会」
を行う手続に関して、「代表的な手続」を選定し、この「代表的な手続」
を単位に、資料5～資料8の成果物を作成した。

 代表的な手続毎に、連携する情報、標準的業務プロセスフローを確認
することで、他の類似の事務についても検討可能

資料5
手続整理表
（グループA）

 「情報照会」を行う手続に関して、「代表的な手続」を例
に、情報照会により入手する情報、申請者から入手すべ
き情報、自団体内において入手すべき情報、他団体から
文書照会により入手する情報を把握するために利用する。

 代表的な手続毎に、手続の内容、主体者、連携情報および連携先等
を整理。

資料6
概略フロー

 「情報照会」を行う手続に関して、「代表的な手続」毎に、
手続の全体像と情報のやり取りを1ページで概観するため
に利用する。

 「資料5：手続整理表（グループA）」で整理した内容をもとに、各手
続について、手続の主体者（情報照会者）を中心に、利用者や情報
連携先（情報提供者）と、情報連携の手段を図示。

資料7
業務プロセスフロー
（簡易版）

 「情報照会」を行う手続に関して、「代表的な手続」毎に、
手続の大まかな流れを把握するために利用する。

 各手続について、業務の順序や情報連携のタイミング等を明確にするた
め、業務の処理の流れ、利用者、手続の主体者（自団体）、情報連
携先（他団体）の関係を業務的な視点で簡易的に図示。

資料8
業務プロセスフロー
（詳細版）

 「情報照会」を行う手続に関して、「代表的な手続」毎に、
具体的な業務処理の流れを把握するために利用する。

 地方自治体において、番号制度に対応した業務プロセス
の見直しや、システム改修箇所の特定に利用するほか、
システム改修時の仕様書の一部として利用することが可
能である。

 概略フローを作成した手続を対象として、業務の順序や情報連携のタイ
ミング等を明確にするため、処理の流れ、利用者、手続の主体者（自
団体）、連携先（他団体）の関係をシステム処理的な視点で具体的
に図示。

資料9
手続整理表
（グループB）

 地方自治体が情報提供しなくてはならない事務毎に、提
供しなくてはならない特定個人情報および情報提供先を
把握するために利用する。

 中間サーバーの情報提供サーバーに格納すべき特定個
人情報を特定するために利用する。

 地方自治体が情報提供者のみとなる事務について、番号法別表第2、
主務省令事項の情報をもとに、連携情報および連携先等を整理。

【資料1】
地方自治体が情報照会
者・情報提供者となる事
務を特定

【資料4～資料8】
地方自治体が情報照会
者となる事務について、
手続に必要な情報を整
理し、業務プロセスフロー
等を作成

【資料3】
地方自治体が情報提供
する連携情報について、
その提供主体を整理

【資料9】
地方自治体が情報提供
者のみとなる事務につい
て、提供する連携情報等
を整理

【資料2】
地方自治体が情報照会
者となる事務について、そ
の実施主体を整理

②バックオフィス連携による情報連携推進事業

資料編の各成果物の目的と概要が整理されている （図はイメージ）

４．標準モデルを活用して導入する
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A：情報照会に関して行うべき対応 B：情報提供に関して行うべき対応
①番号取り扱い事務・システムの確認および所管課の特定

資料1：別表第1・第2の整理
資料2：情報照会者の業務別事務一覧
資料3：情報提供者の業務別連携情報一覧 を利用して作業。

②連携情報の確認（情報照会）

資料4：代表的な手続一覧
資料5：手続整理表（グループA）
資料6：概略フロー を利用して作業。

③新業務フローの作成

資料4：代表的な手続一覧
資料7：業務プロセスフロー（簡易版）
資料8：業務プロセスフロー（詳細版） を利用して作業
。

現行業務フロー
の最新化

④連携情報の確認（情報提供）

資料3：情報提供者の業務別連携情報一覧
資料9：手続整理表（グループB） を利用して作業。

⑤システム改修要件の策定

番号制度統括部門、
情報システム担当部門
において実施

業務所管部門
において実施

業務所管部門、
情報システム担当部門
において実施

業務所管部門
において実施

業務所管部門、
情報システム担当部門
において実施

情報システム担当部門、
業務所管部門
において実施

 番号制度に対応した業務・システムの標準的な検討プロセスの検討項目の担当部門と、検討する上で活用すべ
き本事業の成果物との関係が整理されている

４．標準モデルを活用して導入する

②バックオフィス連携による情報連携推進事業
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図 別表第1の整理内容
（※） ◎：番号法の別表第2第1欄の記載から、実施主体として整理できる事務

○：番号法の別表第2第1欄の記載からは判断できないが、その他の法律・政令等により実施主体として整理できる事務
△：各自治体種別のうち、一部の地方自治体が実施主体となる事務

 資料1「別表第1・第2の整理」は、別表第1の97事務および別表第2の119事務について、地方自治体が対応すべき事
務（別表第1：43事務、別表第2：93事務）を明確化したものである。

 別表第1の整理では、別表第1に記載された個人番号を利用することができる事務（計97事務）から地方自治体が個
人番号を利用することができる事務を整理した。

地方自治体が個人番号を利用することができる事務： 43事務

指定都市 中核市
特例市・
一般市

町村

1 健康保険法第五条第二項又は第百二十三条第二
項の規定により厚生労働大臣が行うこととされた健
康保険に関する事務であって主務省令で定めるも
の

2 健康保険法による保険給付の支給又は保険料等
の徴収に関する事務であって主務省令で定めるも
の

3 船員保険法（昭和十四年法律第七十三号）第四条
第二項の規定により厚生労働大臣が行うこととされ
た船員保険に関する事務であって主務省令で定め
るもの

6 災害救助法（昭和二十二年法律第百十八号）によ
る救助又は扶助金の支給に関する事務であって主
務省令で定めるもの

◎ △ △ △ △ ・市町村（左記△）は、都道府県知事が
その事務の一部を市町村長が行うこと
とした場合に限る。

・△は以下による。
　災害救助法第十三条
　災害救助法施行令第十七条

・災害救助法
（事務処理の特例）
第十三条
　都道府県知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、その権限に属する救助の実施に関する
事務の一部を市町村長が行うこととすることができる。

・災害救助法施行令
（市町村長による救助の実施に関する事務の実施）
第十七条
　都道府県知事は、法第十三条第一項 の規定により救助の実施に関するその権限に属する事務の一部を市町村長が行うこととするとき
は、市町村長が行うこととする事務の内容及び当該事務を行うこととする期間を市町村長に通知するものとする。この場合においては、当
該市町村長は、当該期間において当該事務を行わなければならない。

－ 11、14、26、42、56
の2、78、81、87、
93、109

別表第1の事務

項番

都道府県知事

※自治体が関連しない事務のため、対
象外

※自治体が関連しない事務のため、対
象外

※自治体が関連しない事務のため、対
象外

別表第2との関連

地方自治体が情報
照会を行う別表第

2の事務

地方自治体が情報
提供を行う別表第

2の事務

事務
（別表第1下欄）

都道府県

市町村
別表第1における自治体の関連

備考 根拠法令主体
（別表第１上欄）

厚生労働大臣

全国健康保険協会又は健康
保険組合

厚生労働大臣

別表第1の事
務

自治体の
関連（※）

法令根拠
別表第2と
の関連

４．標準モデルを活用して導入する
別表第1・第2の整理（資料1）－別表第1の整理

②バックオフィス連携による情報連携推進事業
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図 別表第2の整理内容

 別表第2の整理では、別表第2に記載された119の事務を、「地方自治体が情報照会者となる事務（グループA）」と「地方自治体が情報
提供者のみとなる事務（グループB）」と「地方自治体が関連しない事務」に分類した。

地方自治体が情報照会者となる事務（グループA）： 52事務
地方自治体が情報提供者のみとなる事務（グループB）： 41事務
地方自治体が関連しない事務： 26事務

項番
情報照会者

（主体）
情報提供者 項番 名称

1 ○ B

2 ○ B

3 ○ B

4 ○ B

5 ○ B

6 ○ B

7 ※自治体が関連しない事務のため、対象外

備考

グループ

（自治体が
情報照会者＝A
自治体が情報提
供者のみ＝B）

別表第2における
自治体の関連

代表的な手続
（資料3）

船員保険法による保険給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

船員保険法による保険給付又は平成十九年法律第三十号附則第三十九条の規定
によりなお従前の例によるものとされた平成十九年法律第三十号第四条の規定によ
る改正前の船員保険法による保険給付の支給に関する事務であって主務省令で定
めるもの

労働者災害補償保険法による保険給付の支給に関する事務であって主務省令で定
めるもの

別表第2の事務

事務

健康保険法第五条第二項の規定により厚生労働大臣が行うこととされた健康保険に
関する事務であって主務省令で定めるもの

健康保険法による保険給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

健康保険法による保険給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

船員保険法第四条第二項の規定により厚生労働大臣が行うこととされた船員保険に
関する事務であって主務省令で定めるもの

別表第2の事
務

自治体の
関連

関連する「代表
的な手続」

グループ
A/Bの区分

４．標準モデルを活用して導入する
別表第1・第2の整理（資料1）－別表第2の整理

②バックオフィス連携による情報連携推進事業
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 資料2「情報照会者の業務別事務一覧」は、「グループA」の事務について、各事務を処理する業務名、手続の主体者（情報照会者）の観点
から整理したものである。手続の主体者（情報照会者）は、別表第2に記載されている事務の根拠法令等に基づき、都道府県及び市町村に
大別し、さらに市町村については指定都市、中核市、特例市・一般市、町村の4つに細分して整理した。

 本資料を活用することにより、それぞれの地方自治体に対応する事務を特定し、その事務に対応する業務（業務所管課）を容易に見つけ出
すことが可能となる。

図 情報照会者の業務別事務一覧の整理内容

指定都市 中核市
特例市・
一般市

町村

養育里親名簿
管理

8 児童福祉法による里親の認定、養育里親の登録又は
障害児入所給付費、高額障害児入所給付費若しくは
特定入所障害児食費等給付費の支給に関する事務
であって主務省令で定めるもの

都道府県知事 ◎ ○ △ ・中核市（左記△）は児童相談所設置
市で事務手続を実施

・○、△は以下による。
　指定都市：地方自治法施行令第百
七十四条の二十六
　中核市：児童福祉法施行令第四十
五条の二、第四十五条の三、地方自
治法施行令第百七十四条の四十九の
二

・地方自治法施行令
（児童福祉に関する事務）
第百七十四条の二十六
　地方自治法第二百五十二条の十九第一項 の規定により、指定都市が処理する児童福祉に関する事務は、児童福祉法 及び児童福祉法施
行令 （昭和二十三年政令第七十四号）、少年法 （昭和二十三年法律第百六十八号）並びに児童虐待の防止等に関する法律 （平成十二年法
律第八十二号）の規定により、都道府県が処理することとされている事務（児童福祉法第十一条第一項第一号 及び第二号 イの規定による市
町村相互間の連絡調整等、同条第二項 の規定による助言、同法第十八条の八第二項 の規定による保育士試験、同条第三項 の規定による
保育士試験委員の設置、同法第十八条の九 、第十八条の十（同法第十八条の十一第二項 において準用する場合を含む。）及び第十八条の
十三から第十八条の十七まで並びに同令第七条 、第九条、第十一条から第十三条まで及び第十五条の規定による指定試験機関（同法第十
八条の九第一項 に規定する指定試験機関をいう。第百七十四条の四十九の二において同じ。）の指定等、同法第十八条の十八 から第十八
条の二十 まで及び同令第十六条 から第二十条 までの規定による保育士（同法第十八条の四 に規定する保育士をいう。第百七十四条の四
十九の二において同じ。）の登録等、同法第二十一条の五の十 の規定による協力その他市町村に対する必要な援助、同法第二十一条の五
の二十第一項 （同法第二十四条の十四の二 において準用する場合を含む。）の規定による都道府県知事による連絡調整又は援助、同法第
二章第二節第三款 （同法第二十四条の十九の二 において準用する場合を含む。）及び第五節第三款 の規定による業務管理体制の整備等
に係る質問等、指定都市が行う同法第三十四条の三第一項 に規定する障害児通所支援事業等（第八項において「障害児通所支援事業等」と
いう。）、同法第六条の三第一項 に規定する児童自立生活援助事業（第八項において「児童自立生活援助事業」という。）又は同条第八項 に
規定する小規模住居型児童養育事業（第八項において「小規模住居型児童養育事業」という。）に係る同法第三十四条の五 の規定による質
問等及び同法第三十四条の六 の規定による制限又は停止の命令、指定都市が行う同法第六条の三第七項 に規定する一時預かり事業（第
八項において「一時預かり事業」という。）に係る同法第三十四条の十四 の規定による質問等、指定都市が行う同法第六条の三第九項 に規
定する家庭的保育事業（第八項において「家庭的保育事業」という。）に係る同法第三十四条の十七 の規定による質問等、指定都市が設置す
る同法第七条第一項 に規定する児童福祉施設（第八項において「児童福祉施設」という。）に係る同法第四十六条 の規定による質問等及び
同令第三十八条 の規定による検査、同法第五十六条の五の五第一項 に規定する審査請求に対する裁決、同法第五十六条の七 の規定によ
る支援、同法第五十七条の二第一項 に規定する障害児通所給付費等の支給に係る同法第五十七条の三の三 の規定による質問等並びに同
法第五十九条の四第三項 の規定による勧告等に関する事務を除く。）とする。この場合においては、第三項から第七項までにおいて特別の定
めがあるものを除き、児童福祉法 及び同令 、少年法 並びに児童虐待の防止等に関する法律 中都道府県に関する規定（前段括弧内に掲げ
る事務に係る規定を除く。）は、指定都市に関する規定として指定都市に適用があるものとする。

・地方自治法施行令
（児童福祉に関する事務）
第百七十四条の四十九の二
　地方自治法第二百五十二条の二十二第一項 の規定により、同項 の中核市（以下「中核市」という。）が処理する児童福祉に関する事務は、
児童福祉法 及び児童福祉法施行令 の規定により、都道府県が処理することとされている事務（次に掲げる事務を除く。）とする。この場合にお
いては、次項及び第三項において準用する第百七十四条の二十六第三項、第四項、第五項前段及び第六項において特別の定めがあるもの
を除き、同法 及び同令 中都道府県に関する規定（次に掲げる事務に係る規定を除く。）は、中核市に関する規定として中核市に適用があるも
のとする。
一 　児童福祉法第六条の四第一項 の規定による里親の認定に関する事務

根拠法令の条文業務名 備考

手続の主体者（情報照会者）

市町村

都道府県

別表第2の事務

項番
事務

（別表第2第2欄）
情報照会者

（別表第2第1欄）

業務名

別表第2の事務
及び情報照会者

手続の主体者（※） 根拠法令
（※）
◎：番号法の別表第2第1欄の記載から、実施主体として整理できる事務
○：番号法の別表第2第1欄の記載からは判断できないが、その他の法律・政令等により実施主体として整理できる事務
△：各自治体種別のうち、一部の地方自治体が実施主体となる事務

４．標準モデルを活用して導入する
情報照会者の業務別事務一覧（資料2）
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図 情報提供者の業務別連携情報一覧の整理内容

 資料3「情報提供者の業務別連携情報一覧」は、地方自治体が情報提供者となる連携情報について、情報提供者、各連携情報を処理す
る業務名の観点から整理したものである。情報提供者は、資料2と同様に、別表第2に記載されている事務の根拠法令等に基づき、都道府
県及び市町村に大別し、さらに市町村については指定都市、中核市、特例市・一般市、町村の4つに細分して整理した。

 整理にあたっては、「グループB」の41事務と「グループA」 の中の情報照会者かつ情報提供者である52事務を合計した93 事務を対象とし
た。

 本資料を活用することにより、それぞれの地方自治体に対応する連携情報を特定し、その連携情報に対応する業務（業務所管課）を容易に
見つけ出すことが可能となる。

指定都市 中核市
特例市・
一般市

町村

1 住民基本台帳 住民票関係情報 市町村長 Ａ/Ｂ ◎ ◎ ◎ ◎ 1 住民基本台帳法第七条第四号に規定する事項

2 個人住民税 地方税関係情報 市町村長 Ａ/Ｂ ◎ ◎ ◎ ◎ 2 地方税法その他の地方税に関する法律に基づく
条例の規定により算定した税額若しくはその算定
の基礎となる事項に関する情報

3 国民健康保険 医療保険給付関係情報 医療保険者又は後期高齢者医療広域連合 Ａ/Ｂ ◎ ◎ ◎ ◎ 31 医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関す
る法律による医療に関する給付の支給又は保険
料の徴収に関する情報

4 国民健康保険 国民健康保険法第七十六条の四において準用する
介護保険法第百三十六条第一項（同法第百四十条
第三項において準用する場合を含む。）、第百三十
八条第一項又は第百四十一条第一項の規定により
通知することとされている事項に関する情報

市町村長 Ｂのみ ◎ ◎ ◎ ◎ 5 国民健康保険法第七十六条の四において準用す
る介護保険法第百三十六条第一項（同法第百四
十条第三項において準用する場合を含む。）、第
百三十八条第一項又は第百四十一条第一項の
規定により通知することとされている事項に関す
る情報

No

情報提供者

業務名
情報提供者

（別表第2第3欄） 都道府県
連携情報名

（細区分を含む）
備考

グループ
A・Bの分類

市町村
データ標準フォーマット

特定個人
情報番号

名称

業務名
連携情報名
及び情報提供者

情報提供者

データ標準
フォーマット

グループ
A/Bの分類

４．標準モデルを活用して導入する
情報照会者の業務別事務一覧（資料3）
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図 代表的な手続一覧の記載内容

 資料4「代表的な手続一覧」は、具体的な手続を確認するために、番号法別表第1・別表第2および主務省令事項をもとに、「情報照会」を行
う手続に関して、「代表的な手続」を選定し、その選定理由とともに一覧にしたものである。

 具体的な手続を確認するための資料5～資料8は、「代表的な手続」を単位に作成した。
 代表的な手続毎に、連携する情報、標準的業務プロセスフローを確認することで、他の類似の事務についても業務プロセス改革のための検

討が可能となる。

74 児童手当法による児童手当
又は特例給付の支給に関す
る事務であって主務省令で
定めるもの

75 児童手当法による児童手当
又は特例給付の支給に関す
る事務であって主務省令で
定めるもの

2 児童扶養手当の認定請求 37 児童扶養手当法（昭和三十六年
法律第二百三十八号）による児
童扶養手当の支給に関する事
務であって主務省令で定めるも
の

・児童扶養手当の認定請求に係る事実についての審査
・児童扶養手当の額改定請求に係る事実についての審査
・児童扶養手当の額改定請求の審査
・児童扶養手当の届出に係る事実についての審査

57 児童扶養手当法による児童
扶養手当の支給に関する事
務であって主務省令で定め
るもの

主務省令事項に記載された別表第1項番37および別表
第2項番57に関連する具体的な手続には「児童扶養手
当の認定請求に係る事実についての審査」「児童扶養
手当の額改定請求に係る事実についての審査」など複
数あるが、「額改定請求」に関する手続きは「認定請求」
に関する手続と共通性があるため、「児童扶養手当の
認定請求」を代表的な手続きとして選定した。

具体的な手続

1 児童手当の認定請求

項
番

代表的な手続名
別表第1

項番

・認定の請求に係る事実の審査（所得の確認）
・認定の請求に係る事実の審査（生計を維持する程度が高い者の確認）
・認定の請求に係る事実の審査（被用者・非被用者の別の確認）
・現況の届出に係る事実の審査（生計を維持する程度が高い者の確認）
・現況の届出に係る事実の審査（所得の確認）
・現況の届出に係る事実の審査（被用者・非被用者の別の確認）

56 児童手当法による児童手当又
は特例給付（同法附則第二条第
一項に規定する給付をいう。以
下同じ。）の支給に関する事務
であって主務省令で定めるもの

別表第2の事務 代表的な手続の選定理由別表第1の事務
別表第2

項番

主務省令事項に記載された別表第1項番56および別表
第2項番74・75に関連する具体的な手続には「認定の請
求に係る事実の審査」「現況の届出に係る事実の審査」
など複数あるが、「現況の届出」に関する手続は「認定
の請求」に関する手続と共通性があるため、「児童手当
の認定請求」を代表的な手続として選定した。

代表的な
手続名

関係する
別表第1の事務

関係する別表
第2の事務

本代表的な手続に関
係する「具体的な手続
（主務省令事項）」

代表的な手続
の選定理由

４．標準モデルを活用して導入する
情報照会者の業務別事務一覧（資料4）
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 資料5及び資料9「手続整理表」は、事務で取り扱う連携情報及び連携先団体等を整理したものである。
 資料5「手続整理表（グループA)」は、情報照会を行う手続に関して、情報照会により入手する情報、申請者から入手すべき

情報、自団体内において入手すべき情報、他団体から文書照会により入手する情報を把握するために利用する。
 資料9「手続整理表（グループB）」は、地方自治体が提供しなくてはならない特定個人情報および情報提供先を把握するた

めに利用する。
※地方自治体が情報提供者のみとなる事務であるため、代表的な手続の選定等は行っていない。

庁内

提供者
（別表第２第３欄）

実際上の提供主体
（主務省令事項⑭）

業務
（自治体の場合のみ）

組織 業務
（自治体の場合のみ）

1 本人確認情報 ― ― ― 連携情報（住
基ネット）

― ・住基ネット ―

2 地方税関係情報 ― 市町村長 ― 連携情報 ・個人住民税 ・市町村（1月1日住所地） ・個人住民税 4500
4501
(4507)
(4508)

厚-雇-68
厚-雇-69
(厚-雇-75)
(厚-雇-76)

3 年金給付関係情報 ― 厚生労働大臣若しくは日
本年金機構又は共済組合
等

・日本年金機構
・共済組合等

連携情報 ― ・日本年金機構
・共済組合等

― 4502
(4509)

厚-雇-70
(厚-雇-77)

4 児童手当認定請求書 ― ― ― 申請書 ― ― ―

5 児童を別居監護していることを証明する書
類

― ― ― 添付書類 ― ― ―

6 健康保険被保険者証の写し ― ― ― 添付書類 ― ― ―

7 未成年後見人申立書 ― ― ― 添付書類 ― ― ―

8 戸籍謄本 ― ― ― 添付書類 ― ― ―

9 預金通帳の写し ― ― ― 添付書類 ― ― ―

10 養育者であることを証明する書類 ― ― ― 添付書類 ― ― ―

11 離婚協議中であることを証明する書類 ― ― ― 添付書類 ― ― ―

12 現況届 ― ― ― 添付書類 ― ― ― 初年度は不要

13 児童手当認定通知書 ― ― ― 通知書 ― ― ―

14 児童手当認定請求却下通知書 ― ― ― 通知書 ― ― ―

管理番号
（主務省令
事項①）照会者

照会者
（実際上の
照会主体）

情報名 情報名（細区分）

情報提供者
№

手続において発生する入出力情報 照会先（庁内、住基ネット、情報提供NWS、文書照会）

別表第1の事務 別表第2の事務

項番 事務
具体的な手続

（主務省令事項⑥）
主体

実際上の主体
（主務省令事項

④）
項番 事務

市長村長を実質上の情報照会者とした場合の入手が必要な情報の整理 他資料との紐付

74

75

56 児童手当法による児童手当又は特例給付
（同法附則第二条第一項に規定する給付
をいう。以下同じ。）の支給に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

認定の請求に係る事実の審査（所得の確認）

認定の請求に係る事実の審査（生計を維持する程度が
高い者の確認）

認定の請求に係る事実の審査（被用者・非被用者の別
の確認）

現況の届出に係る事実の審査（生計を維持する程度が
高い者の確認）

現況の届出に係る事実の審査（所得の確認）

現況の届出に係る事実の審査（被用者・非被用者の別
の確認）

市町村長（児童手
当法（昭和四十六
年法律第七十三
号）第十七条第一
項の表の下欄に掲
げる者を含む。）

・都道府県知事
・市町村長

備考
通し番号

（主務省令
事項）

児童手当法による児童手当又は特例給付
の支給に関する事務であって主務省令で
定めるもの

児童手当法による児童手当又は特例給付
の支給に関する事務であって主務省令で
定めるもの

市町村長（児童手
当法第十七条第一
項の表の下欄に掲
げる者を含む。）

市町村長

・都道府県知事
・市町村長

―

情報の種別

庁外

情報照会者

庁内

提供者
（別表第２第３欄）

実際上の提供主体
（主務省令事項⑭）

業務
（自治体の場合のみ）

組織 業務
（自治体の場合のみ）

1 本人確認情報 ― ― ― 連携情報（住
基ネット）

― ・住基ネット ―

2 地方税関係情報 ― 市町村長 ― 連携情報 ・個人住民税 ・市町村（1月1日住所地） ・個人住民税 4500
4501
(4507)
(4508)

厚-雇-68
厚-雇-69
(厚-雇-75)
(厚-雇-76)

3 年金給付関係情報 ― 厚生労働大臣若しくは日
本年金機構又は共済組合
等

・日本年金機構
・共済組合等

連携情報 ― ・日本年金機構
・共済組合等

― 4502
(4509)

厚-雇-70
(厚-雇-77)

4 児童手当認定請求書 ― ― ― 申請書 ― ― ―

5 児童を別居監護していることを証明する書
類

― ― ― 添付書類 ― ― ―

6 健康保険被保険者証の写し ― ― ― 添付書類 ― ― ―

7 未成年後見人申立書 ― ― ― 添付書類 ― ― ―

8 戸籍謄本 ― ― ― 添付書類 ― ― ―

9 預金通帳の写し ― ― ― 添付書類 ― ― ―

10 養育者であることを証明する書類 ― ― ― 添付書類 ― ― ―

11 離婚協議中であることを証明する書類 ― ― ― 添付書類 ― ― ―

12 現況届 ― ― ― 添付書類 ― ― ― 初年度は不要

13 児童手当認定通知書 ― ― ― 通知書 ― ― ―

14 児童手当認定請求却下通知書 ― ― ― 通知書 ― ― ―

管理番号
（主務省令
事項①）照会者

照会者
（実際上の
照会主体）

情報名 情報名（細区分）

情報提供者
№

手続において発生する入出力情報 照会先（庁内、住基ネット、情報提供NWS、文書照会）

別表第1の事務 別表第2の事務

項番 事務
具体的な手続

（主務省令事項⑥）
主体

実際上の主体
（主務省令事項

④）
項番 事務

市長村長を実質上の情報照会者とした場合の入手が必要な情報の整理 他資料との紐付

74

75

56 児童手当法による児童手当又は特例給付
（同法附則第二条第一項に規定する給付
をいう。以下同じ。）の支給に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

認定の請求に係る事実の審査（所得の確認）

認定の請求に係る事実の審査（生計を維持する程度が
高い者の確認）

認定の請求に係る事実の審査（被用者・非被用者の別
の確認）

現況の届出に係る事実の審査（生計を維持する程度が
高い者の確認）

現況の届出に係る事実の審査（所得の確認）

現況の届出に係る事実の審査（被用者・非被用者の別
の確認）

市町村長（児童手
当法（昭和四十六
年法律第七十三
号）第十七条第一
項の表の下欄に掲
げる者を含む。）

・都道府県知事
・市町村長

備考
通し番号

（主務省令
事項）

児童手当法による児童手当又は特例給付
の支給に関する事務であって主務省令で
定めるもの

児童手当法による児童手当又は特例給付
の支給に関する事務であって主務省令で
定めるもの

市町村長（児童手
当法第十七条第一
項の表の下欄に掲
げる者を含む。）

市町村長

・都道府県知事
・市町村長

―

情報の種別

庁外

情報照会者

別表第1の
事務

別表第2の
事務 連携情報と連

携先団体等

４．標準モデルを活用して導入する
手続整理表（グループA） （資料5 ）／（グループB）（資料9 ）

②バックオフィス連携による情報連携推進事業

図 手続整理表の整理内容
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情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

市町村

未熟児養育医療

市町村（１月１日住所地）

個人住民税

利用者
（住民）

養育医療給付
申請書

照会応答

住基ネット

医療機関
（指定養育医療機関）

審査

養育医療給付
決定通知

・地方税関係情報

養育医療意見書

・本人確認情報

賦課・給付
徴収・支給

生活保護

・生活保護関係情報

中国残留邦人

・中国残留邦人等支援
給付等関係情報

照会応答

照会応答却下通知書

市町村（住所地）

住民基本台帳

照会応答
・住民票関係情報

世帯調書

住民基本台帳

照会応答

都道府県

中国残留邦人

照会応答

生活保護

照会応答

個人住民税

照会応答

・地方税関係情報

・住民票関係情報

・生活保護関係情報

・中国残留邦人等支援給付等関係情報

市町村

中国残留邦人

照会応答

生活保護

照会応答
・生活保護関係情報

・中国残留邦人等支援給付等関係情報

養育医療券

養育医療給付
決定通知

状況把握

 資料6「概略フロー」は、各代表的な手続について、手続の主体者（情報照会者）を中心に、利用者や情報連携先（情報提供者）と、情報連携の手段を視
覚的に記載したものである。

 「代表的な手続」毎に、手続の全体像と情報のやり取りを1ページで概観するために利用する。

利用者

手続の主体者
（情報照会者）

情報連携先
（情報提供者）

４．標準モデルを活用して導入する
概略フロー（資料6）

②バックオフィス連携による情報連携推進事業

図 概略フローの整理内容
27
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28

図 業務プロセスフロー（簡易版）

図 業務プロセスフロー（詳細版）

 資料7「業務プロセスフロー（簡易版）」は、各代表的な手続について、業務の順序や情報
連携のタイミング等を明確にするため、業務の処理の流れ、利用者、手続の主体者（自団
体）、情報連携先（他団体）の関係を視覚化したものである。

 資料8「業務プロセスフロー（詳細版）」は、具体的な業務処理の流れを把握するために利
用する。番号制度に対応した業務プロセスの見直しや、システム改修箇所の特定に利用
するほか、システム改修時の仕様書の一部として利用することが可能である。

「部品」を用いて記載

部品を詳細化

利用者
手続の主体者
（自団体）

情報連携先
（他団体）

窓口訪問

申請書作成

申請書等の受理

提出 申請受取

提出資料の確認

申請内容確認

個人番号カード
等の提示

本人確認

申請者の宛名情報の確認（個人番号の真正性確認等を含む）

個人番号又は
基本4情報を入力

宛名情報
の検索

住民か
否か

本人確認
情報の

取得依頼

本人確認
情報の

取得依頼

本人確認
情報の
送信

本人確認
情報の
受取

本人確認
情報の

受取・連携

宛名情報
の更新の
必要性

宛名情報
の登録
・更新

個人番号の
新規取得

符号の取得（符号一斉取得日以後の住民以外の者に対する符号の取得）

宛名番号
及び

個人番号
の通知

受領・記録

処理通番
発行依頼

処理通番
発番・通知

受領・紐付
け・通知

個人番号
削除

受領・通知
受領・住民
票コード変
換・通知

完了通知
受取

受領・紐付
け

受領・通知
符号生成・

通知

個人番号
真正性の

確認

確認結果の受取
確認結果
の通知

帰宅 申請内容との照合

利用者（住民）

市町村 情報提供NWS 他団体

住基ネット
児童手当

宛名
システム

他業務 住基システム 中間サーバー
インターフェイ
スシステム

コアシステム 中間サーバー 業務

代表的な手続
別表第1項番 別表第2項番 主務省令事項の通し番号 ドキュメント名

業務プロセスフロー
（詳細版）4500～4502、4507～4509

項番 名称

1 児童手当の認定請求 56 74、75

【凡例】

処理
業務

システム
分岐 補足事項情報・処理の流れ 一連の処理帳票

児童手当認

定請求書

添付書類

※太枠、太線は情報提供

ネットワークシステムを使っ

た処理、処理の流れ

・児童を別居監護

していることを証

明する書類

・健康保険被保

険者証の写し

・未成年後見人

申立書

・戸籍謄本

・預金通帳の写し

・養育者であるこ

とを証明する書

類

・離婚協議中であ

ることを証明する

書類

・現況届 ※

※ 現況届は初

年度不要

有り

無し

Yes

No

・「基本4情報」で検索をした場合、「個人番号」を送信

・「個人番号」で検索をした場合、最新の「基本4情報」を送信

住登外者の場合、最新の本人確認情報を住基

ネットに確認した上で、宛名情報を最新化

「住基ネットから受け取った基本4情

報」と「宛名システムが保有している

基本4情報」が異なっているか否かを

判断

無し

有り

宛名システムが保有する本人確認情

報（「個人番号」と「基本4情報」）と業

務システムから受け取った「個人番

号」と（もしくは）「基本4情報」が一致

するか否かを確認

申請者等の本人

確認情報を確認

する。

個人番号を新規に取得した場合、符号取

得処理を実行

窓口訪問

申請書作成

提出

個人番号カード
等の提示

住基
システム

応答

応答

帰宅 申請内容との照合

記録

住基
システム

応答

応答

申請内容との照合

照会先（基準日現在
の住所地等）の特定

照会
（住基ネット）

住基
システム

応答

情報照会
（情報提供NWS）

応答 応答 応答

情報照会（庁内）
他業務

システム

審査

決定

記録

受取 通知

申請書等の受理

申請者の
宛名情報の確認

（個人番号の真正性
確認等を含む）

本人確認情報
の最新化

（住基ネット）
及び

符号取得

符号取得

申請に係る者（全員）
の宛名情報の確認
（個人番号の真正性

確認等含む）

本人確認情報
の最新化

（住基ネット）
及び

符号取得

符号取得

利用者（住民）

市町村
情報提供

NWS
他団体 住基ネット

児童手当 宛名システム 他業務
中間

サーバー

業務プロセスフロー
（簡易版）

代表的な手続
別表第1項番 別表第2項番 主務省令事項の通し番号 ドキュメント名

項番 名称

1 児童手当の認定請求 56 74、75 4500～4502、4507～4509

申請書

添付書類

＊申請に係る者の基準日現在の

住所地等の確認

＊申請に係る者の情報照会（世帯情報を除く）

＊申請に係る者の情報照会（世帯情報を除く）

【凡例】

処理 帳票 情報・処理の流れ業務

ｼｽﾃﾑ

※太枠、太線は情報提供

ネットワークシステムを使っ

た情報、処理の流れ

通知書

＊最新の情報を確認

＊個人番号を新規取得した場合

＊宛名情報（個人番号を含む）の確認

＊宛名情報（個人番号を含む）の確認

＊最新の情報を確認

＊個人番号を新規取得した場合

住民の

場合

住登外者の

場合

住民の

場合

住登外者の

場合

４．標準モデルを活用して導入する
業務プロセスフロー（簡易版）（資料7）／（詳細版）（資料8）

②バックオフィス連携による情報連携推進事業
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う

特定個人情報ファイルを
取り扱う際に生じる個人
のプライバシー等の権利
利益に影響を与え得る特
定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリ
スクを認識し、このような
リスクを軽減するための
適切な措置を講じている
ことを確認の上、宣言

地方公共団体等は、安全管
理措置を講ずるに当たり、

○番号法、
○個人情報保護条例、
○※特定個人情報の適正な
取扱いに関するガイドライン
（行政機関等・地方公共団
体等編）
○指針等
○地方公共団体における情
報セキュリティポリシーに関す
るガイドライン等
を参考に地方公共団体等に
おいて策定した情報セキュリ
ティポリシー等を遵守すること
を前提とする。

（※より）

基礎項目評価報告

重点項目評価報告

指定されたリスク
項目を

追加＋
・第三者
点検
（任意）
・ﾊﾟﾌﾞｺﾒ
（任意）

さらに指定され
たリスクを追加
＋
・第三者点検（
必須）
・パブコメ
（必須）

しきい値
判断

前提

本ガイドラインの中で、「しなければならない」及び「してはならない」と記述している事
項については、これらに従わなかった場合、法令違反と判断される可能性がある。

適切な
措置
とは

特定個人情報保護評価（業務開始要件)

29

全項目評価報告

５．安全管理措置の考慮
特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等・地方公共団体等編）
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3-4  番号制度（情報連携推進導入・運用編）

Ａ 個人番号を取り扱う事務の範囲の明確化
行政機関等及び地方公共団体等は、個人番号利用事務等の範囲を明確にしておかなければならない。
→※ガイドライン第４－１－⑴１Ａ参照

Ｂ 特定個人情報等の範囲の明確化
行政機関等及び地方公共団体等は、Ａで明確化した事務において取り扱う特定個人情報等の範囲を明確にして
おかなければならない（注）。
（注）特定個人情報等の範囲を明確にするとは、事務において使用される個人番号及び個人番号と関連付けて管
理される個人情報（氏名、生年月日等）の範囲を明確にすることをいう。

Ｃ 事務取扱担当者の明確化
行政機関等及び地方公共団体等は、Ａで明確化した事務に従事する事務取扱担当者を明確にしておかなければ
ならない。

Ｄ 基本方針の策定
特定個人情報等の適正な取扱いの確保について組織として取り組むために、基本方針を策定することが重要であ
る。

•地域情報プラットフォーム
•バックオフィス連携による情報連携推進事業

成果物を有効に活用することが可能

安全管理措置の検討手順

30

５．安全管理措置の考慮
特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等・地方公共団体等編）



６．本講義のまとめ

 番号制度導入に伴い自治体クラウドを導入することで事務の効率化、
関連経費の軽減等を図る。

 標準化を採用せずに自治体クラウドを導入した場合は、改修コストな
どが高止まりする恐れがある。

 番号制度の開始とともに、①自治体内における情報連携と②自治
体間における情報連携の2つが要請されている。

 地域情報プラットフォーム、バックオフィス連携による情報連携推進
事業の２つの標準モデルがある。

 地域情報プラットフォームは条例改正の際の対象を検討する際に
有益である。

 安全管理措置に留意して推進する際にも、これらのモデルが利用で
きる。

31
3-4  番号制度（情報連携推進導入・運用編）


